
海運・空輸
第10回

編

OKINAWA Industry Chronicle OKINAWA Industry Chronicle

戦前の
貨物輸送は
船が主流

那
覇
空
港
は
、
国
内
主
要
都
市
の

ほ
か
、
ソ
ウ
ル
や
香
港
な
ど
ア
ジ

ア
の
都
市
と
つ
な
が
る
場
と
な
り

ま
す
。
航
空
貨
物
も
輸
送
さ
れ
、

24
時
間
運
用
可
能
な
那
覇
空
港
は
、

ア
ジ
ア
の
中
継
地
と
し
て
注
目
さ

れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
県
は
、

ス
ピ
ー
ド
に
優
れ
た
空
輸
と
、
コ

ス
ト
に
優
れ
た
海
運
を
組
み
合
わ

せ
た
新
た
な
国
際
物
流
ハ
ブ
の
構

築
を
企
画
し
、
国
内
唯
一
の
国
際

物
流
特
区
に
指
定
さ
れ
ま
し
た
。

　海
運
・
空
輸
の
躍
進
に
よ
り
、

沖
縄
は
世
界
と
つ
な
が
る
場
と
な

り
、
物
流
を
基
盤
と
す
る
新
た
な

発
展
が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

沖
縄
海
運
・
空
輸 

年
表

沖
縄
海
運
・
空
輸 

年
表

産業の歴史をひもとく年代記

県民の暮らしに密接に関わる

さまざまな産業はどう始まった？

その変遷と展望を紹介します。

海
運・空
輸
が
生
み
出
す

沖
縄
の
地
理
的
優
位
性

技術の向上で
運航速度もアップ

尚
家
資
本
の
海
運
業
、広
運
社
設
立

1
8
8
７
年

米
軍
政
府
直
轄
の
琉
球
海
運
部
が
民
営
化
さ
れ
、

琉
球
海
運（
株
）設
立

1
9
5
0
年

沖
縄
に
お
け
る
最
初
の
自
由
貿
易
地
域
を
設
置

1
9
5
9
年

沖
縄
振
興
開
発
特
別
措
置
法
に
よ
り
沖
縄
自
由

貿
易
地
域
制
度
が
法
制
化

1
9
7
2
年

自
由
貿
易
地
域
の
供
用
開
始

1
9
8
8
年

特
区
制
度
と
し
て
国
際
物
流
拠
点
産
業

集
積
地
域
を
創
設

2
0
1
2
年
那
覇
う
み
そ
ら
ト
ン
ネ
ル
開
通

2
0
1
1
年

沖
縄
県
が「
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
計
画
」を
策
定

2
0
1
4
年

琉
球
列
島
貿
易
庁
設
立

1
9
4
8
年

有
村
産
業（
株
）設
立

1
9
5
0
年

南
西
海
運（
株
）設
立

1
9
6
8
年

那
覇
市
鏡
水
の
一
部
が
自
由
貿
易
地
域
に
指
定

1
9
8
7
年

中
城
湾
港
新
港
地
区
の
一
部（
う
る
ま
市
）が

特
別
自
由
貿
易
地
域
に
指
定

1
9
9
9
年

全
日
本
空
輸（
株
）が
那
覇
空
港
を
拠
点
と
す
る

国
際
貨
物
業
務
を
開
始

2
0
0
9
年

ヤ
マ
ト
運
輸(

株)

が
那
覇‒

羽
田
・成
田
間
で

貨
物
専
用
機「
フ
レ
イ
タ
ー
」を
導
入

2
0
2
4
年G

W
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推
進
協
議
会
設
立

2
0
2
4
年

明
治

昭
和

平
成

コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
を
受
け（
株
）A
N
A
カ
ー
ゴ
が

国
際
物
流
ハ
ブ
事
業
を
休
止

2
0
2
0
年

国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
内
に

那
覇
港
総
合
物
流
セ
ン
タ
ー
開
業

2
0
1
9
年

令
和

監修・山内昌斗（専修大学経営学部教授）

の
重
要
性
を
認
識
し
た
米
軍
政
府

は
、
琉
球
海
運
部
を
設
立
。
や
が

て
海
運
部
は
民
営
化
さ
れ
、
県
民

の
暮
ら
し
を
守
る
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

に
。
本
土
復
帰
後
に
は
旅
客
事
業

を
拡
大
し
、
人
や
物
の
輸
送
を
本

格
化
さ
せ
ま
し
た
。
沖
縄
と
本
土

の
移
動
が
難
し
か
っ
た
時
代
、旅
行
、

進
学
、
就
職
、
転
勤
な
ど
で
人
々

は
フ
ェ
リ
ー
を
利
用
し
ま
し
た
。

フ
ェ
リ
ー
は
、
希
望
や
不
安
、
喜

び
や
寂
し
さ
と
い
っ
た
当
時
の
感

情
を
思
い
起
こ
す
存
在
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　や
が
て
、
航
空
産
業
が
発
展
す

る
と
、人
の
移
動
は
空
路
が
主
流
に
。

　琉
球
王
国
消
滅
後
の
1
8
8
7

年
、
旧
王
家
の
尚
家
が
海
運
業
の

広
運
社
を
設
立
。
船
員
の
多
く
は
、

か
つ
て
王
国
に
仕
え
た
首
里
の
困

窮
士
族
で
、
那
覇
か
ら
奄
美
大
島
、

鹿
児
島
、
神
戸
、
大
阪
に
航
路
を

開
き
ま
し
た
。
尚
家
は
貿
易
会
社

の
丸
一
商
店
も
立
ち
上
げ
て
お
り
、

王
国
時
代
に
展
開
し
た
東
ア
ジ
ア

貿
易
を
再
現
し
よ
う
と
し
ま
し
た
。

し
か
し
、
貿
易
事
業
は
上
手
く
い

か
ず
、
広
運
社
も
国
内
企
業
と
の

競
争
に
さ
ら
さ
れ
、
大
正
初
め
頃

に
消
滅
し
ま
し
た
。

　戦
後
、焦
土
と
化
し
た
沖
縄
に
援

助
物
資
が
届
け
ら
れ
ま
し
た
。
海
運

アジアのダイナミズムと沖縄
　いまアジアでは、SHEINやTemuのような中国発の越境EC（電子商取引）
が急成長し物流が活発化。沖縄の「国際物流ハブ構想」に追い風が吹いていま
す。効率的で迅速な「スマート物流」の実現、再生可能エネルギーを利用した
「サステナビリティ物流」など、沖縄の発展の鍵を握るものとして、海運・空
輸への期待が高まっています。

那覇空港および那覇ふ頭や新港ふ頭地域を一体化し、円滑な
輸送体系を構築するために整備された「那覇うみそらトンネル」

ヤマトグループが導入した貨物専用機（フレイター）
（ヤマトホールディングス(株)提供）

戦前の那覇南口の築港。前方に浮かんでいるのは屋良座森城。
左方の建物は県立水産学校裏門付近（那覇市歴史博物館提供）

戦後の琉球海運（株）の「沖縄丸」（那覇市歴史博物館提供）

那覇港総合物流センター

羽田・成田空港⇔新千歳・
北九州・那覇空港、そして
那覇⇒北九州空港で運航!

沖縄から
世界をつなぐ
新拠点

米軍政府の海運部が民営化し
て誕生したのが琉球海運（株）。
主要株主に県内企業のほか沖縄
県、宮古島市、石垣市、竹富町
が名を連ねています。海洋博
ショックにより一度は会社更生
法の適用を受けたものの、約
20年かけて経営再建に成功。
沖縄の物流を担い、県民の暮ら
しや経済を支えています。

20世紀の物流業界において、
偉大な発明の一つが鉄の箱で
ある「コンテナ」。これまで木
箱や袋などに梱包されてその
まま積まれていた荷物をコン
テナに収めることで、荷役作
業が簡易化・機械化され、輸
送コストが激減しました。コ
ンテナはグローバル化を促す
要因のひとつとなりました。

那覇港に立地する那覇港総合
物流センターは、アジア地域
の物流拠点として期待されて
います。那覇うみそらトンネ
ルの開通により那覇空港から
のアクセスが大幅に向上。海
上貨物と航空貨物の連携によ
る新たな国際物流拠点として
の実現可能性が高まっていま
す。

米軍政府直轄の海運部
から誕生、琉球海運（株）

物流業界を変えた“箱”
コンテナの発明

海と空による
複合輸送を目指す
那覇港総合物流センター

13 2
注
目
ト
ピ
ッ
ク
ス

（琉球海運（株）提供）

6美 ら 島 沖 縄 2025.2
県立
病院　　

ご登録者へ採用試験の日程をご案内いたしますLINEお友達登録
看護師 募集
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